10　議員１０
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　313,709円

ア　請求人の主張

　　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	ガソリン代
	101,976
	

	交通費
	102,333
	

	視察研究費
	109,400
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代は本件基準により1/2を超える50,988円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　交通費は詳細不明であり、本件基準により12万円の範囲内で、全額適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　視察研究費109,400円は議員団の北欧視察旅行の負担金であり、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費  2,411,820円

　　　ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	通信費（市民ネットワーク通信料等）
	527,338
	

	交通費
	388,960
	

	送料（市民ネットワーク）
	796,598
	

	印刷費（　〃　印刷代等）
	684,784
	

	広報費（日日新聞購入）
	8,070
	

	大会参加費
	2,500
	

	その他
	3,570
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　通信費は広報紙市民ネットワークの配布に要する切手代や送料等であり、適正支出である。

　　　ﾛ.　交通費388,960円は、ミニ府政報告会等への参加に利用したタクシー代であるが、詳細とタクシーを利用する必要性が不明であり、120,000円から調査研究費で認めた102,333円を差し引いた17,667円を超える371,293円が目的外支出である。

　　　ﾊ.　市民ネットワークの送料、印刷費は全て適正な支出と認められる。

　　　ﾆ.　大阪日日新聞は、議員の一般質問が掲載されたため、100部程度購入して配布したもので、適正な支出と認められる。

　　　ﾎ.　参加費2,500円は、政務調査との関連が認められず、目的外支出である。

　　　　　その他は適正である。

　(3)　事務所費  1,382,301円

　ア　請求人の主張

　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	駐車料金
	15,950
	

	会費
	296,900
	

	管理運営費（家賃等）
	342,102
	

	光熱費
	35,286
	

	雑費
	37,355
	

	修繕費
	6,860
	

	その他
	647,848
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　各地の駐車料金15,950円が計上されているが、調査研究費と広報費で120,000円を超えているので、全額目的外支出である。

　　　ﾛ.　帳簿によると事務所は賃借し、按分されて1ヵ月49,294円の支出となっており、年間591,528円の支出であるが、提出された帳簿では342,102円である。この支出は適正と認められる。

　　　　　管理運営費その他の支出も按分されており、適正と認められる。

　　　ﾊ.　多数の会費が計上されており、年会費、当該会合費等種々雑多であるが、ほとんどが飲食を伴っているものであるので、その1/2の限度で適正な支出と認め、これを超える148,450円は目的外支出とする。

　　　ﾆ.　雑費のうち、さし入れ用品1,573円は詳細不明であり、くすり1,838円、名刺5,675円は本件基準により目的外支出である。

　(4)　事務費  250,887円

　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	通信費
	116,737
	

	事務用品
	110,995
	

	雑費
	13,985
	

	備品購入費
	9,170
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　通信費のうち電波利用料500円は、目的外支出である。祝電742円も目的外支出である。その余は適正な支出である。

　　　ﾛ.　備品購入費のうち携帯充電器1,470円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他の支出は不適切とまでは言えない。

　(5)　人件費  918,660円

　ア　　請求人の主張

　　　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	給料
	918,660
	


ウ　調査結果

　　　　事務員は親子2名をパート、アルバイトとして雇用しており、7/10を計上している。受け取りを証明する書類は提出されていないが、第三者であり、支払いを否定するのは不相当である。

　(6)　小括

　調査研究費のうち50,988円、広報費のうち373,793円、事務所費のうち173,486円、事務費のうち2,712円の合計600,979円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費  225,249円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	交通費
	222,495
	

	その他
	2,754
	


ウ　調査結果

　　　　交通費222,495円は詳細不明であるので、本件監査基準により12万円を超える102,495円が目的外支出である。

　　　　その他は適正である。

　(2)　広報費  2,724,268円

　ア　請求人の主張

　　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	印刷費等
	2,610,268
	

	交通費
	114,000
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　広報に係る交通費114,000円は、本件基準により調査研究費で12万円の範囲を超えているので、目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他は広報紙の印刷、作成、発行、配布に係る費用であり、適正と認められる。

　(3)　事務所費  1,136,852円

　　　

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	賃借料
	591,528
	

	備品
	1,946
	

	会費
	313,400
	

	管理運営費
	104,662
	

	光熱水費
	68,250
	

	雑費
	54,434
	

	修繕費
	2,632
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　会費は40件にわたり年会費から当該会合の会費と色々であり、ほとんどが忘年会、新年会、その他飲食を伴う会合であるので、本件監査では1/2の限度で適正と認め、これを超える156,700円を目的外支出と認める。

　　　ﾛ.　雑費のうち駐車料金9,400円は平成16年度と同様目的外支出である。車のオイル代4,065円、くすり代3,874円は本件基準により目的外支出である。懇親費7,000円も目的外支出である。

　　　ﾊ.　修繕費2,632円はオイル交換であり、本件基準により目的外支出である。

　(4)　事務費  509,867円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	事務用品等
	      292,413
	

	雑費
	4,454
	

	会費
	213,000
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　雑費のうち薬代490円、名刺代1,176円は本件基準により目的外支出である。

　　　ﾛ.　会費は、適正と認められる41,000円を除く172,000円は、事務所とは別の種々雑多な会合に出席しており、どのように区分しているのか全く根拠が不明であるうえ、1月6日から2月10日までの年始に集中しており、大半酒食を伴っているが、政務調査に全く関連がないとまでは断定できないため、1/2の限度で適正と認め、これを超える86,000円を目的外支出とする。

　　　ﾊ.　その他の支出はいずれも適正なものと認められる。

　(5)　人件費  1,041,773円

　ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	給料
	1,041,773
	


ウ　調査結果

　　　　平成17年度は3人構成となり、直接支払いを証する資料はないが、いずれも第三者であり、支払われていないとまで断定することはできない。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち102,495円、広報費のうち114,000円、事務所費のうち183,671円、事務費のうち87,666円の合計487,832円が目的外支出である。

11　議員１１
平成１６年度

　(1)　調査研究費　0円 

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(2)　広報費　335,854円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費　11/10
	　　　 335,854
	総額671,708円、印刷代　


　　ウ　調査結果

広報内容に照らし、適正に按分されており、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,440,000円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所借上料等
	1,342,440
	　

	パソコン借上料
	97,560
	


ウ　調査結果

事務所借上料等は按分されており、適正な支出と認める。パソコン借上料97,560は、関連が認められず、目的外支出である。

　　　したがって、97,560円が目的外支出である。

　(4)　事務費 　1,981,196円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	タクシー代
	505,457
	

	自動車購入負担金
	519,000
	

	高速道路
	81,184
	

	駐車料
	29,550
	

	ガソリン代
	238,589
	

	ＪＲチャージ代
	12,000
	

	ＪＲ運賃
	76,120
	

	阪急チャージ代
	31,000
	

	南海電車代
	5,000
	

	ハガキ代等
	247,397
	

	電話代
	235,899
	


ウ　調査結果

　　タクシー代505,457円、高速道路81,184円、駐車料29,550円、ＪＲチャージ代12,000円、ＪＲ運賃76,120円、阪急チャージ代31,000円及び南海電車代5,000円の合計740,311円は、本件監査基準に照らし、120,000円の限度で適正と認めるが、その余の620,311円は、目的外支出である。ガソリン代238,589円は、1/4の按分によるべきであり、59,648円は適正であるが、その余の178,941円は目的外支出である。自動車購入負担金519,000円は使途基準に合致せず、目的外支出である。ハガキ代等247,397円は適正と認める。電話代235,899円は、按分比を含め、適正な支出である。

したがって、1,318,252円が目的外支出となる。

　(5)　人件費  1,800,000円

ア　請求人の主張

　　　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所員賃金
	1,200,000
	総支給額３６０万円　

	〃
	600,000
	総支給額１８０万円


ウ　調査結果

　　適正に按分されており、適正な支出と認める。

(6) 小括

事務所費のうち97,560円及び事務費のうち1,318,252円の合計1,415,812円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費 　 0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(2)　広報費　　213,825円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費　7/20
	　　　 213,825
	総額427,650円、印刷代　


　　ウ　調査結果

広報内容に照らし、適正に按分されており、適正な支出と認められる。

(3)　事務所費　1,890,000円

ア　請求人の主張

　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所借上料等
	1,861,440
	

	パソコン借上料
	28,560
	


　

ウ　調査結果

事務所借上料等は、按分されており、適正な支出と認める。パソコン借上料28,560円は、平成16年度と同様目的外支出である。

　　　　したがって、28,560円が目的外支出である。

　(4)　事務費　　1,439,987円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	タクシー代
	575,980
	

	ＪＲ代金
	19,000
	

	ガソリン代
	157,733
	

	高速代
	25,087
	

	駐車料
	33,850
	

	電話代等
	592,337
	

	阪急チャージ代
	26,000
	

	レインボーカード
	10,000
	


ウ　調査結果

　　タクシー代575,980円、ＪＲ代金19,000円、高速代25,087円、駐車料33,850円、阪急チャージ代26,000円及びレインボーカード10,000円の合計689,917円は、本件監査基準に照らし、120,000円の限度で適正と認めるが、その余の569,917円は、目的外支出である。ガソリン代157,733円は、1/4の按分によるべきであり、39,434円は適正であるが、その余の118,299円は目的外支出である。電話代等 592,337円は適正である。

したがって、688,216円が目的外支出となる。

　(5)　人件費　1,800,000円

　ア　請求人の主張

　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所員賃金
	1,200,000
	総支給額３６０万円　

	〃
	600,000
	総支給額１８０万円


ウ　調査結果

平成１６年度と同様、適正に按分されており、適正な支出と認める。

(6)　小括

事務所費のうち28,560円及び事務費のうち688,216円の合計716,776円が目的外支出である。

12　議員１２
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　42,700円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費1/18
	42,700
	


ウ　調査結果

　　　　管外調査旅費は、大阪市内恵美須町の飲食店で、他会派の政調会長らと治安のあり方等の意見交換をしたものとのことであるが、議会ないし議員活動であって、政務調査活動とは認めがたく、目的外支出である。

　(2)　広報費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(3)　事務所費　2,425,500円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料（H16.4～12）
	1,417,500
	                       

	賃貸料（H17.1～3）
	630,000
	

	駐車場代　
	378,000
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は民間からの賃貸で、後援会事務所を兼ねている。年度途中から賃料が増額している。後援会事務所を兼ねていることから按分する必要があり、1/2を超えた1,023,750円は目的外支出と認められる。駐車場代も按分しなければならず、189,000円は目的外支出と認められる。

　(4)　事務費　20,600円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務用品（パソコン備品）
	17,700
	

	事務用品
	2,900
	


ウ　調査結果

　　　　全額適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　3,234,064円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	1,010,880
	ﾊﾟｰﾄ事務員　

	事務員雇用経費（年間）
	641,160
	ﾊﾟｰﾄ事務員

	事務職員社会保険料
	1,582,024
	


ウ　調査結果

　　政務調査専従の事務員2名の給与である。後援会事務の処理のため後援会の費用で雇用している事務員が別に2名いる。給与に関しては適正な支出と認められる。事務員社会保険料は、後援会が雇用し、後援会の事務をしている2名の別の事務員の社会保険料であり、目的外支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、42,700円、事務所費のうち、1,212,750円、人件費のうち、1,582,024円の合計2,837,474円が目的外支出である。

平成１7年度
　(1)　調査研究費　54,595円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外視察旅費2/4
	29,575
	北九州市役所視察

	管外視察旅費2/13
	7,600
	北九州市役所視察

	交通費2/6
	1,500
	関空連絡橋通行料

	交通費2/7
	1,500
	関空連絡橋通行料

	交通費2/10
	1,500
	関空連絡橋通行料

	管外視察旅費2/13
	12,920
	神奈川県庁・川崎市等視察


ウ　調査結果

　　　　管外調査旅費29,575円は、中国との貿易が盛んな北九州市に企業誘致や空港視察のため出かけたというものであり、領収書も存在する。不合理な支出とまではいえない。管外調査旅費7,600円は、何の費用か説明がなく、政務調査のための費用とは認められない。交通費(関空連絡橋通行料)合計4,500円は、就職の紹介の関係でアシアナ航空の人に会いにいったもので、目的外支出である。管外視察旅費12,920円は、2/13に神奈川県庁や川崎市等を視察した旅費とのことであるが、領収書にはご利用日「8月10日」となっており、支出を裏付けるものがない。目的外支出と認めざるをえない。

　(2)　広報費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(3)　事務所費　2,898,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料（H17.4～18.3）
	2,520,000
	                       

	駐車場代　
	378,000
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は前年度と変化はない。後援会事務所を兼ねていることから按分する必要があり、1/2を超えた1,260,000円は目的外支出と認められる。駐車場代も按分しなければならず、189,000円は目的外支出と認められる。

　(4)　事務費　35,618円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務用品（プリンタートナー）
	21,840
	

	事務用品(パソコンソフト)
	5,828
	

	事務用品(テレコ・テープ)
	7,950   
	


ウ　調査結果

　　　　適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　2,729,695円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	865,800
	ﾊﾟｰﾄ事務員　

	事務員雇用経費（年間）
	375,480
	ﾊﾟｰﾄ事務員

	事務職員社会保険料
	1,488,415
	


ウ　調査結果

　　前年度と変化はない。給与に関しては適正な支出と認められる。事務員社会保険料は、後援会が雇用し、後援会の事務をしている2名の別の事務員の社会保険料であり、目的外支出として認められない。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、25,020円、事務所費のうち、1,449,000円、人件費のうち、1,488,415円の合計2,962,435円が目的外支出である。

13　議員１３
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　　23,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外研修会
	10,000
	○○市民児協管外研修会参加費

	調査研究会
	13,000
	立教会会費


ウ　調査結果

　　　　○○市民児協は、民生委員の協議会、立教会は地元の小学校のＰＴＡ会長の会であり、教育問題の協議をしたもので、領収証も提出されており、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　　210,379円

ア　請求人の主張

　　　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ費
	84,000
	ホームページ作成代

	ホームページ費
	24,885
	パソコン用ソフト購入代

	広報紙発行経費
	74,382
	折り込みチラシ代

	案内板経費
	3,150
	所在地案内地図掲載代

	ホームページ費
	23,962
	ホームページメンテナンス代


ウ　調査結果

　　　ｲ．　所在地案内板経費3,150円は使途基準の広報費に合致せず、目的外支出である。

　　　ﾛ． その余の支出はいずれも適正と認められる。　

　(3)　事務所費　　1,314,914円　

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,170,000
	　

	光熱水費
	144,914
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ．　事務所は月額130,000円で賃借しており、後援会活動を平成１５年度末から休止しており、3/4に按分もされていて適正な支出と認められる。

　　　ﾛ．　光熱水費も3/4に按分されていて、不合理とは言えない。

(4) 事務費　913,372円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	　
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代、ファックス代、レタックス代12ヵ月分）
	154,538
	　

	通信費（自宅用電話、ファックス代）
	15,120
	　

	通信費(携帯代12ヵ月分)
	240,000
	　

	リース料(リコーリース・JCOM・金子事務)
	260,453
	　

	事務用品購入代
	243,261
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ．　レタックス代26,990円は慶弔用であり、その3/4に当る20,242円が目的外支出である。

ﾛ．　携帯代240,000円は１年を324,000円として、その3/4を計上しているが、本件では1/2を限度とすべきであり、162,000円を超える78,000円は目的外支出である。

ﾊ．　事務用品購入代は3/4に按分されてはいるが、詳細不明であり、本件監査基準により120,000円を超える123,261円が目的外支出である。

ﾆ．　その余の支出は適正と認められる。　　

　(5)　人件費　　2,325,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
	1,020,000
	　

	事務員（政務調査活動・後援会活動）
	765,000
	　

	福利厚生費
	540,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ．　事務員２名を雇用し、源泉徴収票も提出され、按分もされていて、1,785,000円の支出は適正である。

　　　ﾛ．　福利厚生費は、1ヵ月１人15,000円ずつと夜食代など15,000円というのであるが、領収証もなく、１人15,000円の支給に根拠は認められず、２人分360,000円 は目的外支出である。

　(6)　小括

　広報費のうち、3,150円、事務費のうち221,503円、人件費のうち360,000円の合計584,653円が目的外支出である。

　平成１７年度

(1) 調査研究費　45,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究費
	5,000
	立教会会費

	調査研究費
	10,000
	○○地区壮年会府政懇談会会費

	調査研究費
	10,000
	○○会議河内支部研究会費

	調査研究費
	5,000
	○○地区府議を囲む会会費

	調査研究費
	15,000
	○○文化研究会会費


ウ　調査結果

　　　　主として、教員問題の勉強会であり、領収証も提出されているが、○○文化研究会会費15,000円は、高額である上、領収証も個人名義であり、河内音頭を初めとする文化研究が政務調査と言えるか疑問であり、1/2の限度の7,500円を超える7,500円は目的外支出と認める。

(2) 広報費　82,152円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	75,852
	広報紙新聞折込代

	案内板経費
	3,150
	所在地案内地図掲載代

	案内板経費
	3,150
	所在地案内地図掲載代


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様案内板経費6,300円は目的外支出である。広報紙発行経費は適正な支出である。

(3) 事務所費　1,321,883円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,170,000
	　

	光熱水費
	151,883
	　


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様、適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　888,446円　

ア　請求人の主張

　　　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代・ファックス代・レタックス代12ヵ月分）
	169,102
	　

	通信費(自宅用電話・ファックス代)
	15,120
	　

	通信費(携帯代12ヵ月分)
	240,000
	　

	リース料（リコーリース・JCOM・金子事務機器12ヵ月分）
	247,912
	　

	事務用品購入代
	216,312
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ．　平成１６年度と同様、レタックス代44,010円のうち3/4に当る33,007円は目的外支出である。

43． 　同様に携帯電話代も78,000円が目的外支出である。

ﾊ．　事務用品216,312円は詳細不明あるので、本件監査基準により１２万円を超える96,312円 が目的外支出である。

ﾆ．　その余の支出はいずれも適正である。

　

　(5)　人件費　2,325,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
	1,020,000
	　

	事務員（政務調査活動・後援会活動）
	765,000
	　

	福利厚生費
	540,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様福利厚生費のうち360,000円が目的外支出であり、その余は適正である。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち7,500円、広報費のうち6,300円、事務費のうち207,319円、人件費のうち360,000円の合計581,119円が目的外支出である。

14　議員１４
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　7,880円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	3,150
	高速料金

	管外調査旅費
	3,730
	駐車代

	調査研究費
	1,000
	参加費


ウ　調査結果

　　　　管外調査旅費の高速料金3,150円と駐車代3,730円は、内容が不明であることから、本件監査基準に照らし、合算額が年間12万円の範囲内の支出を適正と認めるところであり、本件支出は全額適正な支出と認める。調査研究費の1,000円の参加費は内容の説明がなく、目的外支出と認める。

　(2)　広報費　455,270円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発送経費
	70,000
	広報紙郵便代

	広報活動経費
	8,440
	駐車代・交通費

	広報紙発行経費
	56,651
	文房具等

	広報活動経費
	31,070
	ホームページ維持費

	広報紙発送経費
	205,260
	広報紙郵便代

	広報紙発送経費
	11,600
	広報紙郵便代

	広報紙発行経費
	32,249
	広報紙加工代

	広報活動経費
	40,000
	議員インターン生受入会費


ウ　調査結果

　　　　広報誌は、B4版両面モノクロ印刷のものを、年1～2回発行している。議会報告が中心で、後援会の記事は8分の1頁くらいの量である。配布は郵送と戸別配布の二通りをしている。

広報活動経費のうち、議員インターン生受入受会費は、議員の活動を知ってもらうため大学からインターンシップを受け入れているものであるが、政務調査のための広報とは認められず、目的外支出である。その他の支出は適正であると認められる。

　(3)　事務所費　1,367,023円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,011,525
	

	光熱費
	138,554
	

	管理運営費
	74,483
	

	管理運営費(車両修理費)
	142,460
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は民間の賃貸で、後援会事務所を兼ねる。管理運営費(車両修理費)は政務調査と直接関連はなく、目的外支出と認められる。その他の支出は適正と認められる。

　(4)　事務費　578,235円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費
	260,761
	電話・郵便代　等

	事務経費
	207,224
	

	クーラー購入代
	110,250
	


ウ　調査結果

　　　　事務経費として207,224円が一括計上されているが、内容が個々雑多で一つ一つと政務調査との関連を問うことはできないので、本件監査基準に照らし、年間12万円限度としての適正な支出と認め、これを超える87,224円を目的外支出と認める。

　(5)　人件費　2,500,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	2,500,000
	　


ウ　調査結果

　　事務員2人の給与である。源泉徴収もされており、後援会とも按分がなされている。適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、1,000円、広報費のうち、40,000円、事務所費のうち、142,460円、事務費のうち、87,224円の合計270,684円が目的外支出である。

平成１7年度

　(1)　調査研究費　67,690円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究旅費
	4,690
	交通費

	調査研究費
	63,000
	参加費等


ウ　調査結果

　　　　交通費4,690円は、本件監査基準の年間12万円の範囲内であり、全額適正な支出と認められる。参加費等63,000円は内容が不明のため目的外支出と認められる。

　(2)　広報費　402,787円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報活動経費
	49,770
	駐車代・交通費

	広報活動経費
	91,465
	ホームページ維持費

	広報紙発行経費
	94,660
	広報紙印刷代

	広報紙発送経費
	58,810
	広報紙郵送代

	広報活動経費
	80,160
	学生インターン受入経費

	広報活動経費
	27,922
	会場使用料等


ウ　調査結果

　　　　前年度と同様、学生インターン受入経費80,160円は目的外支出と認められる。その他の支出は適正と認められる。

　(3)　事務所費　1,390,155円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,130,060
	

	光熱費
	130,720
	

	管理運営費
	58,839
	

	管理運営費(車両修理費)
	70,536
	


ウ　調査結果

　　　　前年度と同様に、管理運営費(車両修理費)は目的外支出と認められる。その他の支出は適正と認められる。

　(4)　事務費　547,223円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費
	266,699
	電話・郵便代　等

	事務経費
	280,524
	


ウ　調査結果

　　　　事務経費280,524円は、本件監査基準に照らし年間12万円の限度で適正な支出と認め、これを超えた160,524円は目的外支出と認める。通信費は適正と認める。

　(5)　人件費　2,500,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	2,500,000
	　


ウ　調査結果

　　前年度と同様であり、支出は適正と認める。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、63,000円、広報費のうち、80,160円、事務所費のうち、70,536円、事務費のうち、160,524円の合計374,220円が目的外支出である。

15　議員１５
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　97,577円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	意見交換会費
	21,667
	市議会議員と予算について検討（5名）

	車リース代
	31,500
	街宣活動（５日間）

	意見交換会
	10,000
	有識者と懇談（2名）　

	交通費
	29,410
	タクシー代

	研修会
	5,000
	納税者主権について
国際会議場


ウ　調査結果

　　　ｲ.　街宣活動のための車リース代は調査研究費とは言えないが、広報費として、不適切とは言えない。

　　　ﾛ.　その他の支出は適正と認められる。

　(2)　広報費　1,076,760円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費等
	775,160
	広報印刷代

	意見交換会
	165,800
	各種会合参加費　11件

	広報宣伝費
	6,000
	名刺代

	車リース代
	134,000
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　意見交換会165,800円は総会、懇談が多く、関連が明確でないので、1/2を超える82,900円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　名刺代6,000円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　車リース代134,000円は詳細不明であるので、1/2を超える67,000円は目的外支出である。

　　　ﾆ.　その他の支出は適正と認められる。

ﾎ.   目的外支出の額は155,900円であるが、広報費1,080,960円の中、1,076,760円を収支報告書に計上しているため、151,700円が目的外支出である。

　(3)　事務所費　1,284,183円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料　H16.4～H17.1
　10万円×10ヶ月
	1,000,000
	

	事務所修理費
	25,000
	

	清浄機代
	42,000
	

	エアコン修理費
	7,000
	

	光熱水費
	72,143
	

	電話代
	117,040
	

	ガソリン代
	10,976
	

	薬代
	21,000
	

	意見交換会費　11件
	84,375
	

	茶菓子など
	4,348
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　賃料は平成17年3月まで1ヶ月10万円で賃借しており、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　ガソリン代10,976円は1/2を超える5,488円が目的外支出である。

　　　ﾊ.　薬代21,000円は目的外支出である。

　　　ﾆ.　意見交換会11件84,375円のうち、各友好議員連盟意見交換会会費20,000円は調査研究目的とは認められない。その余は概ね適正な支出と認められる。

ﾎ.　その他の支出は適正と認められる。

ﾍ.　目的外支出の額は、46,488円であるが、事務所費1,383,882円中、1,284,183円を収支報告書に計上しているので目的外支出はない。

　(4)　事務費　1,835,882円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代・ファックス代　12ヵ月分）
	434,594
	

	事務用品購入代等 
	379,680
	

	ガソリン代
	223,235
	

	交通費

	191,873
	

	意見交換費(各種会合参加費)　24件
	216,500
	

	自動車リース代
	390,000
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代223,235円は1/2の111,618円を超える111,617円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　交通費191,873円は詳細不明であるので、120,000円から調査研究費で認めた29,410円を差し引いた90,590円を超える101,283円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　意見交換会費216,500円の大半は懇談であり、総会費や新年会、互礼会等およそ政務調査とは言えない会合も多いので、1/2を超える108,250円を目的外支出である。

　　　ﾆ.　自動車リース代390,000円は詳細不明であるので、1/2を超える195,000円は目的外支出である。

　　　ﾎ.　その他の支出は適正と認められる。

　(5)　人件費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(6)　小括

広報費のうち151,700円、事務費のうち516,150円の合計667,850円が目的外支出である。

平成１７年度
　(1)　調査研究費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(2)　広報費　484,870円
ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報宣伝費
	13,000
	宣伝費（名刺）

	広報発行費
	471,870
	広報印刷代等


ウ　調査結果

　　　ｲ.　名刺代13,000円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他はいずれも適正と認められる。

　(3)　事務所費　1,609,598円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
H17.2月～3月　10万×2ヶ月
	200,000
	

	賃貸料
H17.4月～H18.3月　7万2千円×12ヶ月
	864,000
	

	光熱水費
H17.4月～H18.3月
	61,311
	

	電話代等
H17.4月～H18.3月
	182,279
	

	車リース代
	189,000
	

	意見交換会費　21件
各種会合参加費
	140,000
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　平成16年度分の賃料200,000円は4月になって支払われているので、計上はやむをえない。4月からの72,000円の賃料支払いは適切な支出と認められる。

　　　ﾛ.　車リース代189,000円は1/2を超える94,500円は目的外支出である。

ﾊ.　意見交換会費140,000円は式典、総会、懇談であり、関連が明確でないものが多いので1/2を超える70,000円は目的外支出である。

　　　ﾆ.　その他は適正な支出と認められる。

ﾎ　 目的外支出の額は164,500円であるが、事務所費1,636,590円中、1,609,598円を収支報告書に計上しているので目的外支出は137,508円である。　.

　(4)　事務費　1,500,728円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代・ファックス代　12ヵ月分）
	476,357
	

	事務用品購入代等
	238,679
	

	ガソリン代
	342,010
	

	交通費

	421,485
	

	薬代
	22,200
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代342,010円は1/2を超える171,005円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　交通費421,485円は詳細不明であるので、120,000円を超える301,485円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　薬代22,200円は目的外支出である。

　　　ﾆ.　その他の支出は概ね適正と認められる。

ﾎ.　目的外支出の額は494,690円であるが、事務費1,500,731円中、1,500,728円を収支報告書に計上しているので目的外支出は494,687円である。

　

(5)　人件費　0円
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(6)　小括

　　　広報費のうち13,000円、事務所費のうち137,508円、事務費のうち494,687円の合計645,195円が目的外支出である。

16　議員１６
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　12,560円 

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査旅費
	12,560
	タクシー代


ウ　調査結果

　　　　本件監査基準に照らし、相当な支出であると認められる。

(2) 広報費　1,170,666円

ア　　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費　
	　　　1,170,666
	発送費等 　


　　ウ　調査結果

広報紙発行経費は、相当な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,200,000円

ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料　
	1,200,000
	　


　　ウ　調査結果

賃貸借契約書は締結されておらず、支払いも、銀行送金等ではなく、契約内容に従った支払いの裏付けもなく、目的外支出である。

　(4)　事務費　457,592円

　ア　請求人の主張

　　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰ契約等
	2７7,930
	

	ガソリン代
	139,662
	　

	自動車タイヤ
	40,000
	　


ウ　調査結果

　　　　インターネットプロバイダー契約等は、本件監査基準に照らし適正と認める。ガソリン代139,662円は、総額の約半額を計上しているとのことであるが、さらに、1/2の按分によるべきであり、69,831円は適正と認めるが、69,831円は目的外支出である。自動車タイヤ40,000円は、使途基準に合致せず、目的外支出である。

したがって、109,831円が目的外支出となる。

　(5)　人件費　2,960,000円

　ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	2,600,000
	総支給額４００万円　

	事務員イ
	360,000
	総支給額３６万円


ウ　調査結果

　　上記支出は帳簿・当時の秘書の名刺等により、支出があると認められるところ、事務員アは政務調査活動と後援会活動に従事しているとのことであり、相当な按分計上と言える。事務員イは、非常勤で、政務調査活動専従とのことであり、適正な支出と認められた。

(7) 小括

事務所費のうち1,200,000円及び事務費のうち109,831円の合計1,309,831円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費 　157,720円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査旅費
	37,720
	タクシー代

	管外調査旅費
	120,000
	上海


ウ　調査結果

　　　　タクシー代は、金額に照らし、相当な支出であると認められる。管外調査旅費は○○議員連盟の上海視察の費用の1/2の按分計上であるが、親善目的であり、相当な支出とは言えない。

　　　　しがって、120,000円が目的外支出である。

　(2)　広報費 　1,326,105円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費等
	1,137,735
	

	広報紙発行経費
	172,620
	印刷代　

	広報紙発行経費
	15,750
	名刺代


　　ウ　調査結果

広報紙発行経費等は、相当な支出と認められる。広報紙発行経費（3/13・印刷代）合計172,620円は、領収証の記載によれば、使途基準に合致するものとは認められず、目的外支出である。名刺代15,750円は、使途基準に合致せず、目的外支出である。

しがって、188,370円が目的外支出である。

　(3)　事務所費  1,200,000円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料　
	1,200,000
	　


ウ　調査結果

平成１６年度と同様であり、1,200,000円全額が目的外支出である。

　(4)　事務費  580,184円

　　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰ契約等
	173,152
	

	高速代等
	123,200
	　

	ガソリン代
	276,032
	　

	日本代行
	7,800
	　


ウ　調査結果

平成１６年度同様、インターネットプロバイダー契約分等は適正と認められる。高速代等123,200円は、120,000円から調査研究費で認めた37,720円を差し引いた82,280円を超える40,920円は目的外支出である。ガソリン代276,032円は、平成１６年度同様、1/2の按分によるべきであり、138,016円は適正であるが、138,016円は目的外支出である。日本代行7,800円は、使途基準に合致せず、目的外支出である。
したがって、186,736円が目的外支出となる。

　(5)　人件費  2,756,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	2,150,000
	総支給額３４０万円　

	事務員イ
	360,000
	総支給額３６万円

	事務員ウ
	246,000
	総支給額246,000円


ウ　調査結果

　　事務員アは政務調査活動と後援会活動に従事しているとのことであり、相当な按分計上と言える。事務員イ及び同ウは、非常勤で、政務調査活動専従とのことであり、適正な支出と認められた

(8) 小括

調査研究費のうち120,000円、広報費のうち188,370円、事務所費のうち1,200,000円、事務費のうち186,736円の合計1,695,106円が目的外支出である。

17　議員１７
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	     0
	


　(2)　広報費　180,925円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ更新料5/20
	50,000
	　

	広報誌印刷代5/25
	25,725
	

	広報誌印刷代6/25
	25,200
	

	ホームページ更新料6/25
	30,000
	

	ホームページ更新料12/9
	30,000
	

	ホームページ更新料1/19
	20,000
	


ウ　調査結果

　　　　議会が終了したときに広報誌を出している。送料は後援会から支出している。後援会と按分しており、適正な支出であると認められる。

　(3)　事務所費　882,952円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	780,000
	                       

	光熱水費　
	98,717
	

	その他備品等
	4,235
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は賃貸で、後援会事務所を兼ねる。但し、平成16年度は自宅を後援会事務所にしており、本事務所を後援会活動で使用することはほとんどない(2割程度)、とのことである。後援会と2/10の比率で按分する限度で適正な支出と認められる。よって、176,590円は目的外支出である。

　(4)　事務費　1,364,059円 

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話代)(年間)
	235,881
	

	通信費(携帯電話代)(年間)
	139,672   
	

	リース料(ｺﾋﾟｰ、ﾊﾟｿｺﾝ)(年間)
	409,500
	

	ガソリン代(年間)
	155,736
	

	通信費(レタックス)(年間)
	21,600
	

	事務用品代(年間)
	401,670
	


ウ　調査結果

　　　　通信費(固定電話代)とリース料は、後援会部分を按分(2/10)すべきで、129,076円は目的外支出である。携帯電話代は本件監査基準に照らし1/4のみ適正と認め、これを超える104,754円は目的外支出である。ガソリン代は詳細が不明のため、1/4の 限度で適正と認め、116,802円は目的外支出である。レタックスは主に慶弔に使われており、全額目的外支出である。その他事務用品代のうち、自動車任意保険料(年間)38,760円、自動車税(3件)66,900円、自賠責保険料27,630円、車検代62,895円、自動車登録名義変更料22,700円、住民票2件660円、議会手帳50,750円、托鉢料5,000円は、目的外支出である。なお、これらを除いた126,375円につき、詳細不明のため本件監査基準に照らし年間12万円の限度で適正な支出と認め、これを超える6,375円は目的外支出と認める。

　(5)　人件費　2,911,700円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	2,167,700
	　


ウ　調査結果

　　事務職員は正規2人とアルバイトが1人おり、すべて時給計算である。後援会との按分(2/10)をすべきで、433,540円は目的外支出である。

　(6)　小括

　　　 本件監査にあたって議員から提出された調査書の人件費の金額が、収支報告書の人件費の金額より低い金額となっており、その差額744,000円は議員自ら返還を申し出たものと考えられる。さらに調査書に記載された事務所費のうち176,590円、事務費のうち、653,902円、人件費のうち、433,540円の合計1,264,032円が目的外支出であるから、それらを合算した2,008,032円が最終的な目的外支出である。

平成１7年度

　(1)　調査研究費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	     0
	


　(2)　広報費　110,000円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ更新料5/11
	50,000
	　

	ホームページ更新料10/30
	30,000
	

	ホームページ更新料1/12
	30,000
	


ウ　調査結果

　　　　ホームページの更新料で、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　892,388円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	780,000
	                       

	光熱水費　
	111,338
	

	その他備品等
	1,050
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は平成16年度と同様であり変化はない。後援会事務所を兼ねる。但し、平成17年度は自宅を後援会事務所にしていない。後援会との按分が必要であり、1/2の限度で適正な支出と認められる。よって、446,194円は目的外支出である。

　

　(4)　事務費　1,251,193円 

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話代)(年間)
	225,252
	

	通信費(携帯電話代)(年間)
	111,191   
	

	リース料(ｺﾋﾟｰ、ﾊﾟｿｺﾝ)(年間)
	409,500
	

	ガソリン代(年間)
	233,214
	

	通信費(レタックス)(年間)
	21,710
	

	事務用品代(年間)
	250,326
	


ウ　調査結果

　　　　通信費(固定電話代)とリース料は、後援会部分と按分(1/2)すべきで、317,376円は目的外支出である。携帯電話代は本件監査基準に照らし1/4のみ適正と認め、これを超える83,393円は目的外支出である。ガソリン代は詳細が不明のため、本件監査基準に照らし1/4の限度で適正な支出と認め、これを超える174,910円は目的外支出である。レタックスは主に慶弔に使われており、全額目的外支出と認める。その他事務用品代のうち、自動車任意保険料(年間)32,520円、自賠責保険料24,630円、車検代10,100円、自動車バッテリー・オイル代23,381円、印鑑証明書150円、○○ｾﾝﾀｰ代10,000円、府政ﾉｰﾄ代9,720円、花束代3,000円、絵の具代294円は、目的外支出である。なお、これらを除いた136,531円につき、本件監査基準に照らし年間12万円の限度で適正な支出と認め、これを超える16,531円が目的外支出である。

　(5)　人件費　3,035,529円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	1,839,800
	　


ウ　調査結果

　　事務職員は正規2人とアルバイトが2人おり、すべて時給計算である。後援会の事務については後援会の費用で1名事務職員を置いている。全額適正と認められる。

　(6)　小括

　　　 本件監査にあたって議員から提出された調査書の人件費の金額が、収支報告書の人件費の金額より低い金額となっており、その差額1,195,729円は議員自ら返還を申し出たものと考えられる。さらに調査書に記載された事務所費のうち、446,194円、事務費のうち、727,715円の合計1,173,909円が目的外支出であるから、それらを合算した2,369,638円が最終的な目的外支出である。

18　議員１８
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　100,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容


	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管内調査旅費
	100,000
	地域等へ調査・公聴


ウ　調査結果

　　　　詳細不明の交通費100,000円であるが、本件監査基準により120,000円の範囲内であり、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　450,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	会場費
	60,000
	広報会議（意見公聴等）６件

	広報印刷費等
	390,000
	広報印刷代等


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正な支出と認める。

　(3)　事務所費　3,000,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	2,520,000
	　

	共益費（光熱水費を含む）
	480,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　賃貸料については賃貸借契約書、賃料の月々の支払いを記す台帳はあるが、振込書など支払いを客観的に示す書類はない上、自宅所在地と事務所所在地が同一ビルの6階と7階に近接しており、賃貸人は同人の母親が代表取締役をしており、事務所部分の6階53.5坪は、賃貸人も含め、関係法人、後援会、議員事務所として、賃貸人、賃借人を含む４者が共同使用している。この使用実態からすれば、賃貸借の実態があるとは認められない。しかも別途共益費と光熱費を含めて1ヶ月4万円を定額で支払っており、維持運営費は不要である。

　　　ﾛ.　光熱水費を含む共益費480,000円は定額支給であり、問題があるが、不合理とまでは言えない。

　(4)　事務費　0円
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(5)　人件費　3,600,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	2,400,000
	　

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	480,000
	　

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	360,000
	　

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	360,000
	　


ウ　調査結果

　　　　1/2に按分されているが、いずれも賃貸人の従業員であり、議員の政務調査費からの支出を示す資料はなく、全額が目的外使用である。

　(6)　小括

　事務所費のうち2,520,000円、人件費3,600,000円の合計6,120,000円が目的外支出であるが、交付額が5,880,000円であるため、目的外支出額は5,880,000円である。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費　70,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査費
	70,000
	アメリカ（サンアントニオ他）行政調査（６泊７日交通費宿泊費）


ウ　調査結果

　　　　会派による視察旅費の一部であり、適正と認める。

　(2)　広報費　280,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	会場費（広報会議）
	30,000
	広報会議（意見公聴等）

	広報印刷代等 
	250,000
	広報印刷代


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正な支出と認める。

　(3)　事務所費　3,000,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	2,520,000
	　

	共益費（光熱水費を含む）
	480,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様の理由により2,520,000円は目的外支出である。

　(4)　事務費　34,000円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費
	9,980
	切手購入代

	事務用品等 
	24,020
	インク購入費等


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正と認める。

　(5)　人件費　3,600,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	2,400,000
	　

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	480,000
	　

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	360,000
	　

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	360,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様に政務調査費からの支出を示す資料はなく、全額が目的外使用である。

　(6)　小括

　　　事務所費のうち2,520,000円、人件費3,600,000円の合計6,120,000円が目的外支出であるが、交付額が5,880,000円であるため、目的外支出額は5,880,000円である。

19　議員１９
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　311,390円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費(年間)
	311,390
	


ウ　調査結果

　　　　管外調査旅費311,390円は、行き先、目的等詳細が不明のため、本件監査基準に照らし年間12万円の範囲で適正と認め、これを超える191,390円は目的外支出と認める。

　(2)　広報費　2,234,050円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報誌郵便代
	1,451,955
	　

	携帯ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｻｲﾄ掲載料
	60,000
	

	広報誌印刷代
	122,095
	

	ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ更新料
	600,000
	


ウ　調査結果

　　　　広報誌は年2～3回発行しており、1回あたり2500部程度。4頁中、1頁が後援会の記事で残りが議会報告となっている。広報誌郵便代以外は、いずれも按分しており、適正な支出と認められる。広報誌郵便代は、1/4を後援会負担とし、362,988円を目的外支出と認める。

　(3)　事務所費　984,360円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	550,000
	                       

	倉庫賃貸料　
	102,000
	

	ｺﾞﾐ処理代(書類等)
	48,500
	

	修理費
	25,541
	

	光熱水費
	178,375
	

	NHK受信料
	9,735
	

	駐車場代
	70,209
	


ウ　調査結果

　　　　事務所建物は自己所有で、土地が賃貸である。事務所は後援会事務所を兼ねている。賃貸料は按分されており適正である。倉庫が政務調査にとって必要であることの説明がなく、賃料102,000円は目的外支出である。ゴミ処理代48,500円は目的外支出と認められる。その他の支出はすべて適正な支出と認められた。

　(4)　事務費　662,869円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電話機(FAX付)
	40,950
	

	自動車税
	3,600   
	

	自動車保険料
	32,720
	

	ﾊﾟｿｺﾝ購入費
	126,995
	

	ﾌﾟﾘﾝﾀｰ修理代
	4,967
	

	通信費(電話・FAX)(年間)
	89,771
	

	切手・はがき(年間)
	150,790
	

	事務用品(年間)
	50,697
	

	通信費
	850
	

	名刺、封筒
	22,500
	

	ﾘｰｽ料(ｺﾋﾟｰ機)
	29,929
	

	ﾊﾟｿｺﾝ・ｺﾋﾟｰ機・FAX用備品
	109,100
	


ウ　調査結果

　　　　自動車税及び自動車保険料、合計36,320円は、本件監査基準に照らし目的外支出と認められる。切手・はがきは後援会と按分されておらず、1/2を超える75,395円は目的外支出と認められる。名刺は目的外支出であり、22,500円のうち封筒との内訳が明らかでないため、その半額11,250円を名刺代とし、目的外支出と認める。その他の支出は適正な支出と認める。

　(5)　人件費　1,200,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費
	1,200,000
	　


ウ　調査結果

　　事務職員は二人で、政務調査専従である。一般事務及び後援会事務は、別の事務員が行っている。適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、191,390円、広報費のうち、362,988円、事務所費のうち、150,500円、事務費のうち、122,965円の合計827,843円が目的外支出である。

平成１7年度

　(1)　調査研究費　127,500円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費(年間)
	127,500
	


ウ　調査結果

　　　　行き先、目的等詳細不明のため、本件監査基準に照らして年間12万円の範囲で適正とし、これを超過した7,500円を目的外支出と認める。

　(2)　広報費　1,461,257円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報誌発送費11/1
	7,215
	　

	広報誌封筒11/23
	65,625
	

	広報誌発送費12/28
	4,000
	

	広報誌発送費
	504,750
	

	広報誌印刷代
	198,667
	

	ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ更新料
	681,000
	


ウ　調査結果

　　　　按分されており、すべて適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　991,584円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	600,000
	                       

	倉庫賃貸料　
	102,000
	

	ｺﾞﾐ処理代(書類等)
	33,000
	

	修理費
	25,993
	

	光熱水費
	155,317
	

	NHK受信料
	6,975
	

	駐車場代
	68,299
	


ウ　調査結果

　　　　前年度と事務所の形態に変化はない。賃貸料は5万円多く記載しており、5万円は目的外支出である。ゴミ処理代は33,000円は目的外支出である。その他は按分もされており、適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　862,810円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容　
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	自動車税
	3,600   
	

	自動車保険料
	28,480
	

	自転車購入費
	5,140
	

	軽自動車購入費
	350,000
	

	自動車修理代
	20,000
	

	通信費(電話・FAX代)(年間)
	101,640
	

	切手・はがき(年間)
	126,925
	

	ｺﾋﾟｰ・FAX・ﾌﾟﾘﾝﾀｰ用備品
	82,225
	

	事務用品(年間)
	91,384
	

	ｺﾋﾟｰ機修理代
	17,500
	

	ﾘｰｽ料(ｺﾋﾟｰ機)
	35,916
	


ウ　調査結果

　　　　自動車税及び自動車保険料合計32,080円は、目的外支出と認められる。自転車及び軽自動車の購入代合計355,140円は資産取得であり、目的外支出と認められる。自動車修理代20,000円も政務調査とは直接関連はなく目的外支出である。切手・はがき代126,925円は、1/2の按分を超えた63,462円は目的外支出である。その他は適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　2,100,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費
	2,100,000
	　


ウ　調査結果

　　前年度と変化なく、全額適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、7,500円、事務所費のうち、83,000円、事務費のうち、470,682円の合計561,182円が目的外支出である。
